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福山市工事検査技術基準 

 

  （目  的） 

１  この技術基準は，福山市工事検査規程により実施する検査について，必要な技術

的事項を定めることにより，円滑かつ適正な検査の執行を図ることを目的とする。 

  （検査の基準） 

２  土木に関する工事は別に定める土木工事検査技術基準を，また，建築に関する工

事は別に定める建築工事検査技術基準を適用する。 

 

    附 則 

 この基準は，1994年（平成 6 年） 4月 1 日から施行する。 

      附 則 

 この基準は，2000年（平成 12年） 4月 1 日から施行する。 

      附  則    

  この基準は，2006年（平成 18年） 4月 1 日から施行する。 

附  則    

  この基準は，2013年（平成 25年） 4月 1 日から施行する。 

    附  則    

  この基準は，2015年（平成 27年） 7月 1 日から施行する。 
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土木工事検査技術基準 

 

  （適用範囲） 

第１  この技術基準は，福山市工事検査規程により実施する土木に関する工事の検査

について適用する。 

 （検査の内容） 

第２ 検査は，次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

  (1) 工事関係図書 

  (2) 実施状況 

  (3) 位置，出来形，品質及び出来ばえ 

 （検査の方法及び基準） 

第３ 検査の方法及び基準は，次のとおりとする。 

(1) 工事関係図書（施工計画書，実施工程表，施工図等，工事の記録，その他必要

と認める書類等をいう。）の検査は，当該書類の整備状況を設計図書及び仕様書

等（共通仕様書，指針，基準等をいう。以下「設計図書等」という。） と対比し

て適否を判定するものとする。 

(2) 実施状況の検査は，施工管理（施工計画，工程管理，出来形管理，品質管理，

工事写真等その他の施工状況に関する各種の記録等をいう。） 及び現場管理（仮

設計画，安全管理，現場内の整備状況等をいう。） の状況を設計図書等と対比し

て，施工内容の適否を判定するものとする。 

(3) 位置，出来形，品質及び出来ばえの検査は，実地において行うものとし，位置,

出来形，品質については，設計図書等と対比して，別表の検査基準に基づき適否

を判定するものとする。ただし，特別な事由により実地にて検査できない場合は，

工事写真，出来形及び品質管理の記録等により，適否を判定することができるも

のとする。また，外部からの観察及び施工管理の資料等により，適否を判定する

ことが困難な場合は，必要に応じて最小限度破壊して検査を行うものとする。出

来ばえについては，観察により適否を判定するものとする。 

  （検査の準備） 

第４   検査の円滑化を図るため，検査を実施するに当たっては，原則として次の各号

に掲げるものを準備するものとする。 

(1) 書類 

ア  施工計画書 

イ  施工図 

ウ  出来形及び品質管理の資料 

エ  工程管理の資料 

オ  工事写真 
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カ  その他必要と認められる書類 

 

(2) 検査に必要な器具等 

(3) 検査時に必要とする交通整理員及び交通安全器具 

(4) 工事完成区間内の測点，測点距離及び主要構造物の各種寸法のペイント等によ

る明示 

  （検査の合否判定） 

第５   検査の合否判定の基準は，次によるものとする。 

(1)  観察により適合し，かつ，測定値又は施工管理の資料による値が，規格値以

内である場合は合格とする。 

(2) 測定値又は施工管理の資料による値が，規格値の上限を上回った場合は，機能

上支障がなければ合格と認めることもある。 

(3) 観察により不適合がある場合及び測定値又は施工管理の資料による値が，規格

値の下限を下回った場合は不合格とする。 

(4) 各工種において，測定値及び施工管理の資料による値が規格値内であっても，

すべて基準値を下回る場合は不合格とする。 
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別  表 

 

   （検査の基準） 

１  共通事項 

(1) 検査員が特に必要と認めた場合には，次表の検査要領欄に掲げる事項以外の事

項を指定して検査することができる。 

(2) 図面及び特記仕様書等で管理基準（規格値，施工管理基準，管理方法をいう。

以下同じ。）が示されている場合は，当該管理基準を優先するものとする。 

(3) 次表に定められていないものは，広島県土木工事施工管理基準に準拠するもの

とする。 

(4)  工事内容等により本基準を適用することが不適当な場合は，適宜決定し実施す

るものとする。 

２  出来形規格値及び検査事項 

(1) 各工種共通 

ア  基準高の規格値は，設計図書に明示されているもの及び路側構造物を対象と

する。 

イ  施工延長の規格値は，施工延べ延長を対象とする。 

(2) 次表の参考欄の施工管理基準は，標準的なものを記載した。 

 

 

 

 

 

 



出 来 形 参 考

規 格 値

 ｍｍ （▽は基準高の測定箇所）

切土・盛土 基準高　　切土 －５０～＋１００ 適　宜

(敷地造成工) 　〃　　　盛土 －５０

　　　　　　　切土 －２００

　　　　　　　盛土 －１００

　　　　　　　切土 法長の－４％

　　　　　　　盛土 法長の－２％

幅    Ｗ －２００

基礎工(護岸) 幅        Ｗ －３０ 適　宜

砂基礎 厚  さ    ｔ －３０

延  長    Ｌ 各構造物の規格値による

コンクリート被覆工 基準高 ±５０ 適　宜

　　（天端被覆工） 幅    Ｗ －５０

小段・平張工 厚  さ　　ｔ －１０

土間コンクリート 基礎厚さ　ｔ’ －４５

延  長  Ｌ －２００

羽口工 －５０ 適　宜

(じゃかご) －１００

厚  さ  ｔ －５０

延  長  Ｌ －２００

流路工 基準高 ±３０ 適　宜

幅   　 Ｗ －１００

厚　さ　ｔ －３０

延　長　Ｌ －１００

 
基
 
礎
 
工

施 工 管 理 基 準
測 定 項 目

施工延長40m(測点間隔25mの
場合は50m）につき1箇所。
延長40m(又は50m）以下のも
のは1施工箇所につき2箇
所。
基準高は掘削部の両端で測
定。
なお，道路土工の基準高は
道路中心線も測定。

 
土
 
工

工 種
摘 要

【検査の基準：出来形】

 
法
 
面
 
工

施工延長40m(測点間隔25mの
場合は50m）につき1箇所又
は測点毎。延長40m(又は
50m）以下のものは1施工箇
所につき2箇所。

 
砂
 
防
 
工

基準高，幅，延長は図面に
表示してある箇所で測定。
厚さは，目地及びその中間
点で測定。

施工延長40m(測点間隔25mの
場合は50m）につき1箇所又
は測点毎。延長40m(又は
50m）以下のものは1施工箇
所につき2箇所。

施工延長40m(測点間隔25mの
場合は50m）につき1箇所又
は測点毎。延長40m(又は
50m）以下のものは1施工箇
所につき2箇所。

検 査 要 領
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【検査の基準：出来形】

出 来 形 参 考

規 格 値

 ｍｍ （▽は基準高の測定箇所）

下層路盤工 厚  さ ｔ’個々 －４５ 適　宜

(アスファルト舗装工 －５

 半たわみ性舗装工， －１０

 排水性舗装工, 幅    　Ｗ －５０

 コンクリート舗装工， 延　長  Ｌ －２００

 薄層カラー舗装工， 基準高 ±５０

 ブロック舗装工） 　　　　t   上層路盤工

　　　  t'　下層路盤工

上層路盤工 厚さ①  ｔ 個々 －３０

(粒度調整路盤工，セ －５

メント(石灰)安定処理 －８

工) 厚さ②  ｔ 個々 －３０

①アスファルト舗装工 　－４

  半たわみ性舗装工 －６

  排水性舗装工 幅    　Ｗ －５０
②コンクリート舗装工 延　長  Ｌ －２００

  薄層カラー舗装工 基準高 ±５０

  ブロック舗装工

上層路盤工 厚さ①  ｔ 個々 －２０

(加熱アスファルト安 －４

定処理工) －６

①アスファルト舗装工 厚さ②  ｔ 個々 －２０

  半たわみ性舗装工 －３

  排水性舗装工 －４

  グースアスファルト 幅    　Ｗ －５０

  舗装工 延　長  Ｌ －２００

②薄層カラー舗装工 基準高 ±５０

　ブロック舗装工

透水性舗装路盤工 厚  さ  ｔ 個々 －３０ 適　宜

歩道路盤工 （ｔ≧15の場合-45）

取合舗装路盤工 －５

路肩舗装路盤工 －８

幅   　 Ｗ －１００

延　長  Ｌ －２００

基準高 ±５０

アスファルト中間層 厚  さ  ｔ 個々 －１２ 適　宜

　コンクリート舗装工 －１

－２

幅　  　Ｗ －２５

延　長  Ｌ －２００

基層工 厚さ① ｔ’個々 －１２ 適　宜

①アスファルト舗装工 －２

  半たわみ性舗装工 －３

  排水性舗装工 厚さ② ｔ’個々 　　－１２

  グースアスファルト －１

　舗装工 －２

②薄層カラー舗装工 幅     Ｗ －２５

  ブロック舗装工 延 長  Ｌ －２００

表層工 基準高 ±３０

①アスファルト舗装工 厚さ① ｔ  個々 －９

  半たわみ性舗装工 －１

  排水性舗装工 －２

  グースアスファルト 厚さ② ｔ  個々 －１０

　舗装工 －１

  透水性舗装工 －２

  歩道･取合･路肩舗装 幅     Ｗ －２５

　薄層カラー舗装工 延 長  Ｌ －２００

　薄層舗装工 平坦性 ３ｍﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ

②コンクリート舗装版 （σ）2.4ｍｍ以下

  工 直読式（足付き）

（σ）1.75ｍｍ以下

工 種

施工面積２
００㎡以上
は，コア採
取１個以
上。

 
舗
 
装
 
工

施 工 管 理 基 準
測 定 項 目 検 査 要 領

基準高と幅の管理は延長40
ｍ毎に1箇所又は測点毎の割
とし，道路中心線及び端部
で測定。
なお，厚さの掘り起こし
は，各車線200ｍ毎に1箇所
で測定。

施工面積２
００㎡以上
は，コア採
取１個以
上。

基準高と幅の管理は延長40
ｍ毎に1箇所又は測点毎の割
とし，道路中心線及び端部
で測定。
なお，厚さは1,000㎡に1個
の割でコアーを採取して測
定。

基準高と幅の管理は延長40
ｍ毎に1箇所又は測点毎の割
とし，道路中心線及び端部
で測定。
なお，粒度調整路盤工の厚
さの掘り起こしは，各車線
200ｍ毎に1箇所で測定。セ
メント(石灰)安定処理工の
厚さは1,000㎡に1個の割で
コアーを採取もしくは掘り
起こして測定。

基準高と幅の管理は延長40ｍ毎
に1箇所又は測点毎の割とし，道
路中心線及び端部で測定。
なお，厚さはの掘り起こしは，
各車線200ｍ毎に1箇所で測定。

基準高と幅の管理は延長40
ｍ毎に1箇所又は測点毎の割
とし，道路中心線及び端部
で測定。
なお，厚さは1,000㎡に1個
の割でコアーを採取して測
定。

維持工事については，平坦
性の項目を省略することが
出来る。

施工面積２
００㎡以上
は，コア採
取１個以
上。

摘 要

W
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 t   表層工 

  t'  基層工 
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【検査の基準：出来形】

出 来 形 参 考

規 格 値

 ｍｍ （▽は基準高の測定箇所）

橋面舗装工 厚　さ  ｔ　 個々 －９ 適　宜

幅　  　Ｗ －２５

延　長  Ｌ －２００

※アスファルト舗装工(表層工）
　に準する

オーバーレイ工 基準高 ±３０ 適　宜

切削オーバーレイ工 厚さ ｔ1，ｔ2 個々 －９

－２

－３

幅    Ｗ －２５

延　長  Ｌ －１００

平坦性 ３ｍﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ

（σ）2.4ｍｍ以下

直読式（足付き）

（σ）1.75ｍｍ以下

景観(ブロック)舗装工 基準高 ±３０ 適　宜

(インターロッキング， 幅　  　Ｗ －２５

 レンガ，タイル，平板 延　長  Ｌ －２００

等)

※ブロック舗装工(基層工）に
　準する

景観(土系)舗装工 基準高 ±３０ 適　宜

厚　さ  ｔ 個々 －３０

－５

－８

幅   　 Ｗ　　 －５０

延　長  Ｌ －２００

※アスファルト舗装工(上層
　路盤工）に準する

植栽用客土 幅    　Ｗ －５０ 適　宜 延長２０ｍ又は測点ごと。

厚　さ　ｈ －５０ ただし，２箇所以上。

摘 要
検 査 要 領

施 工 管 理 基 準
工 種

施工面積２
００㎡以上
は，コア採
取１個以
上。

 
公
 
園
 
工

維持工事については，平坦
性の項目を省略することが
出来る。

 
舗
 
装
 
工

測 定 項 目

幅と厚さの管理は延長40ｍ
毎に1箇所又は測点毎の割と
し，道路中心線及び端部で
測定。ただし，厚さの管理
は下がりで行うこと。
なお，厚さは1,000㎡に1個
の割でコアーを採取して測
定。

幅と厚さの管理は延長40ｍ
毎に1箇所又は測点毎の割と
し，端部で測定。ただし，
厚さの管理は下がりで行う
こと。
なお，厚さは1,000㎡に1個
の割でコアーを採取して測
定。

幅と厚さは40ｍ毎又は測点

イ後の基準高の差で算出す
る。
測定点は車道中心線，車道
端及びその中心とする。
延長が40ｍ未満の場合は，2
箇所／施工箇所とする。
断面状況で，間隔，測点数
を変えることが出来る。

施工面積２
００㎡以上
は，コア採
取１個以
上。

幅と厚さの管理は延長40ｍ
毎に1箇所又は測点毎の割と
し，端部で測定。ただし，
厚さの管理は下がりで行う
こと。

ｔ2
 

W
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W
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現舗装 W 

t1
 

t2
 

t1 オーバーレイ工 
t2 切削オーバーレイ工 
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【検査の基準：出来形】

出 来 形 参 考

規 格 値

 ｍｍ （▽は基準高の測定箇所）

植栽工 樹　高  ｈ 設計値≦ｈ 適　宜 本数は全数。

(高木，中木，低木， 上限は上位階級の ｈ，Ｃ，Ｗは，高中木は施

 苗木) 寸法値を目安と 工本数の２０％程度，伐採

伐採木 する。 木は全数。低木，苗木は，

種類ごとに１本以上，かつ

幹周・コンテナ径 Ｃ 設計値≦Ｃ 施工本数の２％程度以上。

上限は上位階級の

寸法値を目安とす （参考）

る。 ・ヤシ類などの特殊樹で，

  幹高の場合は，幹部の垂

枝張・葉張 　Ｗ 設計値≦ｗ   直高をいう。

上限は上位階級の ・ｈには，先端は含まない

寸法値を目安とす ・１．２ｍの位置に分枝が

る。   ある場合は，その上部の

  幹周をＣとする。

・Ｗに長短がある場合は，最長と ・幹が２本以上のＣは，各

  最短の平均をＷとする。   々のＣの合計の７０％。

開削工 基準高 ±３０ 適　宜 管理点ごと。

　管布設 幅  　 Ｗ －５０

厚 さ  ｔ －３０

延 長

　　　Ｌ＜100ｍ －２００

　　　Ｌ≧100ｍ －０.２％

推進工 基準高 ±５０

延　長

　　　Ｌ＜100ｍ －２００

　　　Ｌ≧100ｍ －０.２％

マンホール工 基準高 ±３０ 適　宜 マンホールごと。

（４５０ｍｍ桝含む） 壁　高　 ｈ ±３０

基礎厚さ ｔ －３０

 〃  幅　Ｗ －５０

取付管工 (取付管及びますの据 　　　　― 適　宜 １施工箇所ごと。

付状況)

地盤改良工 施工数量　 設計値以上 適　宜 設計図の表示箇所で測定。

注入工 施工深さ　ｈ 設計値以上

攪拌工

測 定 項 目 検 査 要 領
摘 要
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工 種

 
下
 
水
 
道

施 工 管 理 基 準

h 

W
 

C
 

1.
2m
 

L
 

マンホール 

管渠 

W
 

t 
t 

h 
t 

W×W 

h 

G.L. 

G.L. 
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【検査の基準：出来形】

出 来 形 参 考

規 格 値

 ｍｍ （▽は基準高の測定箇所）

区画線工 厚さ(溶融式のみ) ｔ 設計値以上 適　宜

幅　　　Ｗ 設計値以上

延　長  Ｌ －２００

縁石工 幅　　　Ｗ －２０ 適　宜

(縁石，アスカーブ) 高　さ　ｈ －３０

嵩上工 延　長  Ｌ －２００

防火水槽 幅　　　Ｗ，Ｗ’ －３０ 適　宜 １施工箇所毎。

厚　さ　ｔ －２０

高　さ　ｈ －３０

検 査 要 領
施 工 管 理 基 準

測 定 項 目

 
そ
　
の
　
他

各線種毎に，1箇所テスト
ピースにより測定。

摘 要

1箇所／1施工箇所。

工 種

h 

t W×W' 

t 
t 

h 

W
 

t 
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参　　　　　　　考

工 種 品 質 規 格 値 検 査 要 領

下層路盤 骨材のふるい分 ＪＩＳ Ａ ５００１ 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １１０２

け試験 表２参照

修正ＣＢＲ試験 粒状路盤： 品質証明の資料 舗装調査・試験法

　修正ＣＢＲ≧２０ ％ 便覧[４]－５

クラッシャラン鉄鋼スラグ及

びアスファルト再生骨材を含

む再生クラッシャラン：

　修正ＣＢＲ≧３０ ％

土の液性限界・ 塑性指数　ＰＩ≦６ 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １２０５

塑性限界試験

鉄鋼スラグの水 １．５％以下 品質証明の資料 舗装調査・試験法

浸膨張性試験 便覧[４]－１６

道路用スラグの 呈色なし 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ ５０１５

呈色判定試験

現場密度 最大乾燥密度に対し 品質証明の資料 舗装調査・試験法

　個々　 ９３．０％以上 便覧[４]－１８５

舗道箇所：設計図書による

プルーフローリ 　－ 　－ 舗装調査・試験法

ング 便覧[４]－２１０

上層路盤 骨材のふるい分 ＪＩＳ Ａ ５００１ 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １１０２

け試験 表２参照

修正ＣＢＲ試験 修正ＣＢＲ≧８０ ％ 品質証明の資料 舗装調査・試験法

アスファルト再生骨材含む場 便覧[４]－５

合は，９０％以上

４０℃で行った場合は，８０

％以上

土の液性限界・ 塑性指数　ＰＩ≦４ 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １２０５

塑性限界試験

鉄鋼スラグの修 修正ＣＢＲ≧８０％以上　 品質証明の資料 舗装調査・試験法

修正ＣＢＲ試験 便覧[４]－５

鉄鋼スラグの水 １．５％以下 品質証明の資料 舗装調査・試験法

浸膨張性試験 便覧[４]－１６

鉄鋼スラグの呈 呈色なし 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ ５０１５

色判定試験 舗装調査・試験法

便覧[４]－１０

鉄鋼スラグの一 １．２Ｍｐａ以上 (１４日) 品質証明の資料 舗装調査・試験法

軸圧縮試験 便覧[４]－１２

鉄鋼スラグの単 １.５０ｋｇ/ℓ以上 品質証明の資料 舗装調査・試験法

位容積質量試験 便覧[２]－１０６

施工前及び材料変更時

施工前及び材料変更時

全幅，全区間で実施

品 質 管 理 基 準
（ 試 験 基 準 ）

摘 要
( 試 験 方 法 )

・締固め度は，個々の測定値が最大乾燥密
度の93％以上を満足するものとし，かつ6個

ければならない。6個の測定値が得がたい場

足していなければならない。
・1,000㎡未満の工事（ただし，維持工事は
除く）は，1工事につき任意の3個
・1,000㎡以上2,000㎡未満の工事は4個，以
後1,000㎡ごとに1個。

試 験 項 目

　
材
料
試
験

 
材
料
試
験

　
施
工
試
験

【検査の基準：品質】

砂置換法（JIS A
1214)

砂置換法は，最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る
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【検査の基準：品質】

参　　　　　　　考

工 種 品 質 規 格 値 検 査 要 領

上層路盤 現場密度 最大乾燥密度に対し 品質証明の資料 舗装調査・試験法

　個々　 ９３．０％以上 便覧[４]－１８５

プルーフローリ 下層路盤で実施の場合は適用 　－ 舗装調査・試験法

ング しない。 便覧[４]－２１０

セメント安定処 一軸圧縮試験 下層路盤：一軸圧縮強さ 品質証明の資料 舗装調査・試験法

理路盤 [７日間]　　０．９８Ｍｐａ 便覧[４]－３８

上層路盤：一軸圧縮強さ

[７日間]

　２．９Ｍｐａ(アスファルト

　舗装）

　２．０Ｍｐａ(コンクリート

　舗装）

骨材の修正ＣＢ 下層路盤：１０％以上 舗装調査・試験法

Ｒ試験 上層路盤：２０％以上 便覧[４]－５

土の液性限界・ 下層路盤： ＪＩＳ Ａ １２０５

塑性限界試験 塑性指数　ＰＩ≦９ 舗装調査・試験法

上層路盤： 便覧[４]－１０３

塑性指数　ＰＩ≦９

現場密度 最大乾燥密度に対し 品質証明の資料 舗装調査・試験法

　個々　 ９３．０％以上 便覧[４]－１８５

舗道箇所：設計図書による

アスファルト舗 骨材の密度及び 基層・表層 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １１０９

装 吸水率試験 ＪＩＳ Ａ １１１０

アスファルト安 　　　　　以上

定処理路盤 吸 水 率：３．０％以下

骨材のふるい分 ＪＩＳ Ａ ５００１ ＪＩＳ Ａ １１０２

け試験 表２参照

骨材中の粘土塊 粘土，粘土塊量： ＪＩＳ Ａ １１３７

量の試験 　　　　　　０．２５％以下

粗骨材の形状試 細長，あるいは偏平な石片： 舗装調査・試験法

験 １０％以下 便覧[２]－４５

フィラーの粒度 舗装調査・試験法便覧 ＪＩＳ Ａ ５００８

試験 表３．３．１７による

フィラーの水分 １％以下 ＪＩＳ Ａ ５００８

試験

粒度：２．３６ ２．３６ｍｍふるい： 品質証明の資料 舗装調査・試験法

ｍｍフルイ 　　　±１２％以内基準粒度 便覧[２]－１４

粒度：７５μｍ ７５μｍふるい： 舗装調査・試験法

フルイ 　　　±５％以内基準粒度 便覧[２]－１４

アスファルト量 アスファルト量：±０．９ 舗装調査・試験法

抽出粒度分析試 ％以内 便覧[４]－２３８

験

施工前及び材料変更時

・締固め度は，個々の測定値が最大乾燥密
度の93％以上を満足するものとし，6個の測

ばならない。6個の測定値が得がたい場合は

ていなければならない。
・1,000㎡未満の工事（ただし，維持工事は
除く）は，1工事につき任意の3個
・1,000㎡以上2,000㎡未満の工事は4個，以
後1,000㎡につき1個

全幅，全区間で実施

施工前及び材料変更時

・締固め度は，個々の測定値が最大乾燥密
度の93％以上を満足するものとし，6個の測

ばならない。6個の測定値が得がたい場合は

ていなければならない。
・1,000㎡未満の工事（ただし，維持工事は
除く）は，1工事につき任意の3個
・1,000㎡以上2,000㎡未満の工事は4個，以
後1,000㎡につき1個

摘 要
( 試 験 方 法 ) 品 質 管 理 基 準

（ 試 験 基 準 ）
試 験 項 目

プ
ラ
ン
ト
試
験

 
施
工
試
験

 
材
料
試
験

 
材
料
試
験

 
施
工
試
験

砂置換法（JIS A
1214)

砂置換法は，最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

砂置換法（JIS A
1214)

砂置換法は，最大
粒径が53mm以下の
場合のみ適用でき
る

異常が認められた時。
印字記録の場合：全数又は抽出・ふるい分
　　　　　　　　け試験　1～2回／日
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【検査の基準：品質】

参　　　　　　　考

工 種 品 質 規 格 値 検 査 要 領

アスファルト舗 温度測定(アスフ 配合設計で決定した混合温度 品質証明の資料 温度計による。

装 ァルト・骨材・

アスファルト安 混合物)

定処理路盤

現場密度 車道：基準密度に対して， 品質証明の資料 舗装調査・試験法

　個々　 ９４．０％以上 便覧[３]－９１

歩道箇所：設計図書による

指定がない場合は，

　個々　 ９０．０％以上

温度測定 １１０℃以上かつプラント推 品質証明の資料 温度計による。

（初転圧前） 奨温度±１５℃以内 

排水性舗装 温度測定 １４０～１６０℃ 品質証明の資料 温度計による。

透水性舗装 （初転圧前）

現場透水試験 Ｘ10：1,000ｍｌ/15sec以上 品質証明の資料 舗装調査・試験法

便覧[１]－１２２

現場密度 アスファルト舗装を適用する。 品質証明の資料 舗装調査・試験法

便覧[３]－９７

セメント･コンク アルカリ骨材反 「アルカリ骨材反応抑制対策 品質証明の資料 品質規格値に

リート 応対策 について」平成１４年７月３１日 同じ。

(レディーミクス 付け国官技第１１２号･

トコンクリート) 国港環第３５号・国空建第７８号

塩化物総量規制 品質証明の資料 「コンクリート

 の耐久性向上」

圧縮強度試験 １回(供試体３本の平均値)の 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １１０８

試験結果は，呼び強度の値の

８５％以上。かつ，３回の試

験結果の平均値は，呼び強度

以上。

１回のみの試験結果は，呼び

強度以上。

２回の試験結果は，各々呼び

強度の値の８５％以上でかつ，

平均値は呼び強度以上。

曲げ強度試験 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １１０６

（次項に続く）

コンクリート舗装の場合に適用し，打設日1
日につき2回（午前・午後）の割りで行う。
なお，テストピースは打設場所で採取し，1
回につき原則として3個とする。

・荷卸し時
1回/日以上，構造物の重要度と工事の規模
に応じて20～150㎥毎に1回。
なお，テストピースは打設場所で採取し，1
回につき6個（σ7…3個，σ28…3個）とす
る。
・早強セメントを使用する場合には，必要
に応じて1回につき3個（σ3）を追加で採取

随時

随時

骨材試験を行う場合は，工事開始前，工事
中1回／6ヶ月以上及び産地が変わった場
合。

摘 要
( 試 験 方 法 )

コンクリートの打設が午前と午後にまたが
る場合は，午前に1回コンクリート打設前に
行い，その試験結果が塩化物総量の規制値
の1/2以下の場合は，午後の試験を省略する
ことができる。（1試験の測定回数は3回と
する）試験の判定は3回の測定値の平均値。

　
施
工
試
験

試 験 項 目

随時

・1,000㎡につき1個

アスファルト舗装を適用する。

 
材
料
試
験

 
舗
設
現
場

 
舗
設
現
場

プ
ラ
ン
ト
試
験

・締固め度は，個々の測定値が基準密度の
94％以上を満足するものとし，かつ6個の測

ばならない。6個の測定値が得がたい場合は

ていなければならない。
・1,000㎡未満の工事（ただし，維持工事は
除く）は，1工事につき任意の3個
・1,000㎡以上2,000㎡未満の工事は4個，以
後1,000㎡につき1個

Ｘ10：300ｍｌ/15sec以上（舗道
箇所）

品 質 管 理 基 準
（ 試 験 基 準 ）
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【検査の基準：品質】

参　　　　　　　考

工 種 品 質 規 格 値 検 査 要 領

セメント･コンク 単位水量測定 品質証明の資料 「レディーミク

リート 示方配合単位水量の上限値 ストコンクリー

(レディーミクス 　粗骨材４０ｍｍ： トの品質確保に

トコンクリート) ついて」

　粗骨材２０～２５ｍｍ：

スランプ試験 ２．５ｃｍ：  ±１．０ｃｍ 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １１０１

５ｃｍ以上８ｃｍ未満：

　　　　　　　±１．５ｃｍ

８ｃｍ以上１８ｃｍ以下：

　　　　　　　±２．５ｃｍ

空気量測定 ±１．５％ (許容差) 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １１１６

ＪＩＳ Ａ １１１８

ＪＩＳ Ａ １１２８

土工 土の締固め試験 設計図書による。 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １２１０

河川，海岸，道路

砂防 　〃 　〃 突砂法 当初及び土質の変化時。

道路土工 現場密度 【砂質土】 品質証明の資料 最大粒径≦５３ｍｍ：

※右記試験方法

　(3種類)のいず

　れかを実施する 最大粒径＞５３ｍｍ：

【粘性土】

【砂質土】 品質証明の資料 ｢ＲＩ計器を用いた

盛土の締固め管理

要領(案）｣

１日１層あたりの

施工面積は1,500

㎡を標準とする

（管理単位）。

（次項に続く）

材
料
試
験

・最大粒径＜100mmの場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても，規格値
を著しく下回っている点が存在した場合
は，監督職員と協議の上で，（再）転圧を
行うものとする。

砂置換法（ＪＩＳ Ａ
１２１４）

舗装調査・試験法便覧
[４]－１８５
突砂法

・路体：次の密度への締固めが可
能な範囲の含水比において，最大
乾燥密度の90％以上（締固め試験
（JIS A 1210）Ａ・Ｂ法）
・路床及び構造物取付け部：次の
密度への締固めが可能な範囲の含
水比において，最大乾燥密度の
95％以上（締固め試験（JIS A
1210）Ａ・Ｂ法）もしくは90％以
上（締固め試験（JIS A 1210）
Ｃ・Ｄ・Ｅ法）
ただし，JIS A 1210 C･D･E法での
管理は，標準の施工仕様よりも締
固めエネルギーの大きな転圧方法
（例えば，標準よりも転圧力の大
きな機械を使用する場合や１層あ
たりの仕上り厚を薄くする場合）
に適用する。

・路体：自然含水比またはトラ
フィカビリティーが確保できる含
水比において，空気間隙率Vaが
2％≦Va≦10％または飽和度Srが
85％≦Sr≦95％。
・路床及び構造物取付け部：トラ
フィカビリティーが確保できる含
水比において，空気間隙率Vaが
2％≦Va≦8％。
ただし，締固め管理が可能な場合
は，砂質土の基準を適用すること
ができる。

その他，設計図書による。

・路体：次の密度への締固めが可
能な範囲の含水比において，最大
乾燥密度の92％以上（締固め試験
（JIS A 1210）Ａ・Ｂ法）
・路床及び構造物取付け部：次の
密度への締固めが可能な範囲の含
水比において，１管理の現場乾燥
密度の平均値が最大乾燥密度の
97％以上（締固め試験（JIS A
1210）Ａ・Ｂ法）もしくは92％以
上（締固め試験（JIS A 1210）
Ｃ・Ｄ・Ｅ法）
ただし，JIS A 1210 C･D･E法での
管理は，標準の施工仕様よりも締
固めエネルギーの大きな転圧方法
（例えば，標準よりも転圧力の大
きな機械を使用する場合や１層あ
たりの仕上り厚を薄くする場合）
に適用する。

　
施
工
試
験

路体の場合，1,000㎥につき1回の割合で行
う。ただし，5,000㎥未満の工事は，1工事
当たり3回以上。
路床の場合は，500㎥につき1回の割合で行
う。ただし，1,500㎥未満の工事は，1工事
当たり3回以上。1回の試験につき3孔で測定
し，3孔の最低値で判定を行う。

100㎥/日以上の場合は，2回/日（午前1回，
午後1回）以上，重要構造物の場合は重要度
に応じて100～150㎥毎に1回，及び荷卸し時
に品質変化が認められたときとし測定回数
は多い方を採用する。

・荷卸し時
1回/日以上，構造物の重要度と工事の規模
に応じて20～150㎥毎に1回，及び荷卸し時
に品質変化が認められた時。ただし，道路
橋鉄筋コンクリート床版にレディーミクス
コンクリートを用いる場合は原則として全
車測定を行う。

・道路橋床版の場合は，全車試験を行う
が，スランプ試験の結果が安定し良好な場
合はその後スランプ試験の頻度について監
督職員と協議し低減することができる。

摘 要
( 試 験 方 法 )

　
施
工
試
験

・荷卸し時
1回/日以上，構造物の重要度と工事の規模
に応じて20～150㎥毎に1回，及び荷卸し時
に品質変化が認められた時。

当初及び土質の変化した時（材料が岩砕の
場合は除く）。
ただし，法面，路肩部の土質は除く。

試 験 項 目 品 質 管 理 基 準
（ 試 験 基 準 ）

路体・路床とも，1日の1層当たりの施工面
積を基準とする。管理単位の面積は1,500㎡
を標準とし，1日の施工面積が2,000㎡以上
の場合，その施工面積を2管理単位以上に分
割するものとする。1管理単位当たりの測定
点数の目安を下表に示す。

 0～500㎡ 
 測 定 点 
 施工面積 

    5     10 
1000～2000  500～1000 

    15 
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【検査の基準：品質】

参　　　　　　　考

工 種 品 質 規 格 値 検 査 要 領

道路土工 【粘性土】 品質証明の資料

施工範囲を小分割した管理ブ 品質証明の資料

ロックの全てが規程回数だけ

締固められたことを確認する

プルーフローリ 　－ 　－ 舗装調査・試験法

ング 便覧[４]－２１０

海岸土工 現場密度 品質証明の資料 最大粒径≦５３ｍｍ：

※右記試験方法

　(3種類)のいず

　れかを実施する 最大粒径＞５３ｍｍ：

品質証明の資料

品質証明の資料

・最大粒径＜100mmの場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても，規格値
を著しく下回っている点が存在した場合
は，監督職員と協議の上で，（再）転圧を
行うものとする。

試 験 項 目 品 質 管 理 基 準
（ 試 験 基 準 ）

「ＴＳ・ＧＮＳＳ
を用いた盛土の締
固め情報化施工管
理要領」による。

「ＴＳ・ＧＮＳＳ
を用いた盛土の締
固め情報化施工管
理要領」による。

施工範囲を小分割した管理ブロッ
クの全てが規定回数だけ締固めら
れたことを確認する。

築堤は，1日の1層あたりの施工面積を基準
とする。管理単位の面積は1,500m2を標準と
し,1日の施工面積が2,000m2以上の場合，そ
の施工面積を2管理単位以上に分割するもの
とする。1管理単位あたりの測定点数の目安
を以下に示す。
・500m2未満：5点
・500m2以上1,000m2未満：10点
・1,000m2以上2,000m2未満：15点

１．盛土を管理する単位（以下「管理単
位」）に分割して管理単位毎に管理を行
う。
２．1日の施工が複数層に及ぶ場合でも1管
理単位を複数層にまたがらせることはしな
いものとする。
３．土取り場の状況や土質状況が変わる場
合には，新規の管理単位として取り扱うも
のとする。

舗装調査・試験法便覧
[４]－１８５
突砂法

・路体：自然含水比またはトラ
フィカビリティーが確保できる含
水比において，空気間隙率Vaが
2％≦Va≦10％または飽和度Srが
85％≦Sr≦95％。
・路床及び構造物取付け部：トラ
フィカビリティーが確保できる含
水比において，空気間隙率Vaが
2％≦Va≦8％。
ただし，締固め管理が可能な場合
は，砂質土の基準を適用すること
ができる。

その他，設計図書による。

摘 要
( 試 験 方 法 )

・左記の規格値を満たしていても，規格値
を著しく下回っている点が存在した場合
は，監督職員と協議の上で，（再）転圧を
行うものとする。

１管理単位の現場乾燥密度の平均
値が最大乾燥密度の90％以上。ま
たは,設計図書による。

｢ＲＩ計器を用いた
盛土の締固め管理
要領(案）｣によ
る。

路床仕上げ後全幅，全区間について実施す
る。ただし，現道打換工事，仮設用道路維
持工事は除く。

１.盛土を管理する単位（以下「管理単
位」）に分割して管理単位毎に管理を行
う。
２.1日の施工が複数層に及ぶ場合でも1管理
単位を複数層にまたがらせることはしない
ものとする。
３.土取り場の状況や土質状況が変わる場合
には，新規の管理単位として取り扱うもの
とする。

築堤は，1,000㎥に1回の割合，又は堤体延
長20ｍに3回の割合の内，測定頻度の高い方
で実施する。
1回の試験につき3孔で測定し，3孔の平均値
で判定を行う。

　
施
工
試
験

　
施
工
試
験

最大乾燥密度の85％以上。または
設計図書に示された値。 砂置換法（ＪＩＳ Ａ

１２１４）

試験方法1又は２の方法で管理する

場合は，規格値を満たしていても，

規格値を著しく下回った箇所が存在

する場合は，監督員と協議の上，再

度転圧する。 
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【検査の基準：品質】

参　　　　　　　考

工 種 品 質 規 格 値 検 査 要 領

河川土工 現場密度 最大乾燥密度の90％以上。

※右記試験方法

　(3種類)のいず

　れかを実施する

品質証明の資料

品質証明の資料

砂防土工 現場密度 品質証明の資料 最大粒径≦５３ｍｍ： 1,000m3に１回の割合，または設計図書による。

※右記試験方法

　(3種類)のいず

　れかを実施する 最大粒径＞５３ｍｍ：

品質証明の資料

品質証明の資料

｢ＲＩ計器を用いた
盛土の締固め管理
要領(案）｣によ
る。

１管理単位の現場乾燥密度の平均
値が最大乾燥密度の90％以上。ま
たは，設計図書による。

1日の1層あたりの施工面積を基準とする。
管理単位の面積は1,500m2を標準とし,1日の
施工面積が2,000m2以上の場合，その施工面
積を2管理単位以上に分割するものとする。
1管理単位あたりの測定点数の目安を以下に
示す。
・500m2未満：5点
・500m2以上1,000m2未満：10点
・1,000m2以上2,000m2未満：15点

　
施
工
試
験

「ＴＳ・ＧＮＳＳ
を用いた盛土の締
固め情報化施工管
理要領」による。

１．盛土を管理する単位（以下「管理単
位」）に分割して管理単位毎に管理を行
う。
２．1日の施工が複数層に及ぶ場合でも1管
理単位を複数層にまたがらせることはしな
いものとする。
３．土取り場の状況や土質状況が変わる場
合には，新規の管理単位として取り扱うも

施工範囲を小分割した管理ブロッ
クの全てが規定回数だけ締固めら
れたことを確認する。

砂置換法（ＪＩＳ Ａ
１２１４）

舗装調査・試験法便覧
[４]－１８５
突砂法

１回の試験につき3孔で測定し，3孔平均値
で判定を行う。

左記の規格値を満たしていても，規格値を
著しく下回っている点が存在した場合は，
監督職員と協議の上で，（再）転圧を行う
ものとする。

最大乾燥密度の85％以上。または
設計図書に示された値。

｢ＲＩ計器を用いた
盛土の締固め管理
要領(案）｣によ
る。

築堤は，1日の1層あたりの施工面積を基準
とする。管理単位の面積は1,500m2を標準と
し,1日の施工面積が2,000m2以上の場合，そ
の施工面積を2管理単位以上に分割するもの
とする。1管理単位あたりの測定点数の目安
を以下に示す。
・500m2未満：5点
・500m2以上1,000m2未満：10点
・1,000m2以上2,000m2未満：15点

品 質 管 理 基 準
（ 試 験 基 準 ）

・最大粒径＜100mmの場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても，規格値
を著しく下回っている点が存在した場合
は，監督職員と協議の上で，（再）転圧を
行うものとする。

１管理単位の現場乾燥密度の平均
値が最大乾燥密度の92％以上。
ただし，上記により難い場合は，
飽和度または空気間隙率の規定に
よることができる。

【砂質土（25％≦75㎛ふるい通過
分＜50％）】
空気間隙率VaがVa≦15％
【粘性土（50％≦75㎛ふるい通過
分）】
飽和度Srが85％≦Sr≦95%または
空気間隙率Vaが2%≦Va≦10%

または，設計図書による。

ただし，上記により難い場合は，
飽和度または空気間隙率の規定に
よることができる。

【砂質土（25％≦75㎛ふるい通過
分＜50％）】
空気間隙率VaがVa≦15％
【粘性土（50％≦75㎛ふるい通過
分）】
飽和度Srが85％≦Sr≦95%または
空気間隙率Vaが2%≦Va≦10%

または，設計図書による。

摘 要
( 試 験 方 法 )

試 験 項 目

　
施
工
試
験

「ＴＳ・ＧＮＳＳ
を用いた盛土の締
固め情報化施工管
理要領」による。

１．盛土を管理する単位（以下「管理単
位」）に分割して管理単位毎に管理を行
う。
２．1日の施工が複数層に及ぶ場合でも1管
理単位を複数層にまたがらせることはしな
いものとする。
３．土取り場の状況や土質状況が変わる場
合には，新規の管理単位として取り扱うも
のとする。

施工範囲を小分割した管理ブロッ
クの全てが規定回数だけ締固めら
れたことを確認する。

試験方法１又は２の方法で管理す

る場合は，規格値を満たしていて

も，規格値を著しく下回った箇所

が存在する場合は，監督員と協議

の上，再度転圧する。 
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【検査の基準：品質】

参　　　　　　　考

工 種 品 質 規 格 値 検 査 要 領

吹付工 アルカリ骨材反 「アルカリ骨材反応抑制対策 品質証明の資料 品質規格値に

現場吹付法枠工 応対策 について」平成１４年７月３１日 同じ。

付け国官技第１１２号･

国港環第３５号・国空建第７８号

細骨材，粗骨材 設計図書による 品質証明の資料 細骨材：

の表面水率試験 但し，偏差０．３％以下。 ＪＩＳ Ａ １１１１

粗骨材：

ＪＩＳ Ａ １１２５

圧縮強度試験 吹付工： 品質証明の資料 ＪＩＳ Ａ １１０８

供試体３本のσ２８強度(現場 土木学会規準

養生)の平均値が，設計強度以 ＪＳＣＥ－Ｆ

上。  ５６１－１９９９

現場吹付法枠工： ＪＩＳ Ａ １１０７

設計図書による。 ＪＩＳ Ａ １１０８

(参考値)１８Ｎ/ｍ㎡以上。 土木学会規準

　　　　　　　(材令２８日) ＪＳＣＥ－Ｆ

 ５６１－２００５

鋼　材 形状寸法及び質 ＪＩＳ Ｇ ３１０１ 品質証明書，又は ＪＩＳ Ｇ ３１９１ 棒鋼は，種類ごとに，２ｔ以上とする。
量試験 ＪＩＳ Ｇ ３１０６ 試験報告書。 ＪＩＳ Ｇ ３１９２ 形鋼は，種類ごとに，５ｔ以上とする。

ＪＩＳ Ｇ ３１０９ ＪＩＳ Ｇ ３１９３

ＪＩＳ Ｇ ３１１２ ＪＩＳ Ｇ ３１９４

引張試験 ＪＩＳ Ｇ ３１１４ ＪＩＳ Ｚ ２２０１

ＪＩＳ Ａ ５５２５ ＪＩＳ Ｚ ２２４１

曲げ試験 ＪＩＳ Ａ ５５２６ ＪＩＳ Ｚ ２２０４

ＪＩＳ Ａ ５５２８ ＪＩＳ Ｚ ２２４８

材
料
試
験

プ
ラ
ン
ト
試
験

　
施
工
試
験

・細骨材…2回／日以上
・粗骨材…1回／日以上

　
材
料
試
験

施工延長40ｍ毎に1回材齢7日，28日（2×3
＝6供試体）。なお，供試体は現場に配置さ
れ型枠に工事で使用するのと同じコンク
リートを吹付け，現場で7日間及び28日間放
置後，φ5cmのコアーを切り取りキャッピン
ｸﾞを行う。1回に6本（σ7…3本，σ28…3
本）とする。

骨材試験を行う場合は，工事開始前，工事
中1回／6ヶ月以上及び産地が変わった場
合。

摘 要
( 試 験 方 法 )

試 験 項 目 品 質 管 理 基 準
（ 試 験 基 準 ）
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